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1 会計職業団体の体質
脆弱さを露呈した監査業界
平成6年12月16日号の週間朝日が『超難関・公認会計士合格者が，大量
180人職なし状態』との見出しで，平成5年度のみならず平成6年度にかけ
て，公認会計士第2次試験合格者の監査法人への就職難を報じた。なおま
た，その後，平成7年においても，会計士協会は，その10月現在でも． 42
名の未就職者を積み残していることを報じている。さらに，今回の平成8
年度の合格者についても，果して全員，監査法人が吸収できるかどうかが
危惧されている状態である。
この度のパプルの崩壊は．日本に於ける経済界に重大なショックを与え
ているが，その影響は政・官•財のあらゆる方面に及んで．深刻な傷痕を
残しはじめている。当然ながら．その影響は公認会計士業界にあっても例
外ではない。監査業界における最大手監査法人といえどもここ数年の業績
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は見るものがなく，僅か700余にしか過ぎない新人試験合格者さえも吸収し
きれない情況である。つい二年前までの，合格者を確保するために支度金
を出したり，研修と称して海外旅行に招待していた姿は，今は想像するこ
ともできない程の様変わりである。
あるヴェテランの公認会計士は「この異常な経済界の不況はいつまでも
続くわけではない。不況から脱すれば，公認会計士関係の業務は必ず復活
する」と希望的観点にたった楽観論を展開した。さらに，取り合えず合格
者が就職不可能な情況を，大蔵省が放醤して置くはずがない，と付け加え
た。ちなみに，平成7年度の合格者発表の直後，週間朝日の記事は，就職
浪人について「公認会計士試験の監督官庁である大蔵省証券局企業財務課
に聴くと，『就職問題については，当局とは無関係なので，コメントできな
い』との答えが帰ってきただけだった」と報じている。
公認会計士業界における，ここ数年に渡っての，新人の就職関係に関す
るマスコミの反応を採り上げたが，ここでは，それを直接の対象とするこ
とを問題にしようするわけではない。経済環境が少しばかり揺らいだこと
で，新人の受入れさえ困難な情況を露呈した，監査業界の脆弱な経営体質
について考えてみたいのである。
あるヴェテランの公認会計士が言ったように，好況が戻ってくればこの
業界は再ぴ活気を取り戻すのかもしれない。しかし，かつてのように，急
激な右肩上がりの経済成長が再び帰ってくるものなのか。①高度経済成長
に立ち戻ったとしても，再び来るかもしれない今度のような不況に遭遇し
たときには，監査業界は同じ過ちをまた繰り返すことになるのか，あるい
は，②経済成長の兆しは，ここ数年のうちに，中国ないし東南アジアに移
行するといわれているが，このような情況の中で，果たしてわが国に経済
復興は期待できるのだろうか。この事に関して監査業界はどのような展望
を開いてその復権を計ろうとするのだろうか。
高度成長が再び戻ることがあろうと，あるいは，十分に考えられること
ではあるが，そのような期待が持てなくなる情況に遭遇することを覚悟し
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て，わが国の監査業界が将来に向けてその体質を強化させることが現在
もっとも厳しく問われる問題であると言うべきであろう。
日本の公認会計士は優秀力‘
かつて，元公認会計士協会の会長と，バプル崩壊が発生する前の，高度
成長の最中に次のような会話を交わしたことがある，「日本の経済が世界を
制覇するほどの力を蓄え始めている現在，監査業界はアメリカやヨーロッ
パ諸国の黄塵を拝しているだけで，国際的な競争力は極めて脆弱なのでは
ないか」との私の質問への答えとして，わが国の公認会計士は，今や全世
界に派遣されていて，その能力はどこへ行っても大変高く評価されている
ことを強調されたことがある。勿論，その点に関しては，一人ひとりの日
本の公認会計士が極めて賢く勤勉であることについての，世界からの評価
を認めることにいささかもやぶさかではないつもりである。
ただ，わが国の会計職業専門集団は，いまだかつて，凄まじい社会的な
暴風雨のために破産に陥るような不幸な情況に遭遇したこともなく，その
多くは平穏無事にして，恵まれた名誉ある社会的な地位を保持して生きて
きた。アメリカの歴史が示してきたような，あの激しい環境の変化と厳し
い興亡の中で生き残り，いまなお活動を続けるアメリカの公認会計士を「強
固にして優秀な」という冠詞を伏すことができるならば， H本の公認会計
士に「賢く勤勉である」と言う形容詞を与えることが，たとえできたとし
ても， H本の公認会計士について，アメリカと同じように「強固にして優
秀な」という言葉を冠することが，果して可能なのであろうか。
国際的な競争力といえば，一人ひとりの公認会計士の資質の良さが，当
然の前提となることは論を待つまでもない。しかし，戦時において，城塞
を守るにしても，打って出て敵を攻略するにしても，どんなに優秀な戦士
を揃えたところで，少人数であれば多勢の軍勢の前には，たやすく屈せざ
るをえないことは歴史が教えている。軍略家として後世に名を成したとは
いえ真田幸村にしても， もっと古くは楠木正成にしても，ついにはほろぴ
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の道を選んだのである。
現在，わが監査業界の勢力は，一万人程度である（公認会計士11,180人・
会計士補2,992人・監査法人127社＝平成 8年4月）という。アメリカで活
躍している会計士の数は優に二十万人を凌駕し，イギリスにおいてもその
数は十万人に達するという。勢力ということになれば，およそわが監査業
界のとても及ぶところではない。この状況を続けるかぎり，国際競争力に
関しては， とても歯が立たないこと火を見るよりも明らかである。
しかし，ここで強調しておきたいことは，たった一万人程度の公認会計
士しか擁していない，わが監査業界であるにすぎないのに，なぜ昨今のよ
うな器量の狭い問題（新人を吸収しきれない）を起こしているのか， とい
う疑問である。ここ数年，アメリカ監査業界の浮き沈みの激しさは，会計
事務所の破産事件や併合を重ねていることで，その苦悩の様相をわれわれ
も充分に知っている。そしてこのような有為変転は，アメリカにおいては
監査業界が誕生した歴史の出発点から絶えず繰り返してきているのであ
る。このことは，監査の教科書をひもどけば誰でもが認知するところであ
り，今日においてもなお，彼らの重荷となっている課題であることを教え
ている。
温しく生き残ってきた彼らの歴史から比べるならば，わが監査業界の環
境は，まさに春風胎蕩，嵐を避けて温床に咲く蘭の花のようである。その
花が 今，不況という烈風の中で揺らぎ始めている。
2 会計職業団体の独立性
わが監査業界が，温床で育ち，国際競争力を充分に付けることができな
かった史実を，①わが国公認会計士の生誕の事情， と，②中小会社監査の
問題点，に触れながら，少し追ってみよう。
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わが国公認会計士の生誕の事情
(361) 105 
証券取引法に基づくわが国の公認会計士監査は，昭和26年に誕生してい
る。それまでに計理士法もあり．監査役制度も存立していたとはいえ．監
査が実践化に入るのはこの年であった。
幸福と言うべきか，不幸と感じるべきかは，見る者によって異なるが，
その生みの親は，多くの経験と豊かな知識を身につけたアメリカの公認会
計士監査制度である。全く未知の世界に始めて産み落とされたこの嫡出子
たる公認会計士監査制度は，そのI瓜々の声を，未熟児を育てる保育器の中
において挙げたのである。
その後は，雨の日も，風の日も，風邪を引かさないようにとの，大蔵省
と法務省という育ての親達の，過剰なほどの庇護の下に，すくすくと成長
を続けていくのである。この育ちのよい頭脳明晰な子供は，アメリカの監
査制度という優れた教科書を，たちまちにして習得していく。
この子供たちは，教育によって教えこまれたことを，ひたすら遵守して
仕事に励めばパラ色の人生がいつまでも続くものと信じてきた。
どんな優秀な子供にも，いつかはやがて危機が訪れる。昭和39年頃から
怪しくなってきた経済不況は，山［易特殊鋼を始めとする多くの中堅企業の
粉飾・倒産事件を引き起こし，わが国監査制度の存立の意義を問われるこ
ととなった。こういう場合に，責任を負うべく表面に出てくるのは，アメ
リカであれば，大抵はアメリカ公認会計士協会という監査に携わっている
監査主体である。
さて，このような場合，わが国ではどうなのであろうか。監査の主体で
ある H本公認会計士協会は，まだまだ，監督官庁である，大蔵省という強
力な権力者である親の庇護下にある，大切な優等生である。この優等生を
守り育てることを，己の天職と自負する大蔵省という母親は，公認会計士
監査の充実強化をはかる方策を，早速に打ち出してくるのが習わしとなっ
ている。未熟な協会に任せておくわけには行かないからである。
①監査基準・実施準則・報告準則の強化策にしても，②連結決算書の監
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査の導入にしても，③公認会計士の監査法人の制度化などにしても，これ
らの監査制度の育成強化は，全て親掛かりとなって達成されてきた。子供
がもし独立しており，かつ社会的存在として義務を果たしうるほどに成熟
を遂げているならば，このような自らに課すべき規範の作成は，当然なが
ら，監査の任を負うべき監査の主体であるべき監査業界の手によって果た
されるべきが本筋であろう。
その後，大切に保護され育つ子供の数が増えるに従い，彼らが決して飢
えたり路頭に迷うことが無いような行き届いた保護政策が採られる。彼ら
の稼ぎ場所は，自分自身の手で自己開拓してきたわけのものではない。
母親としての大蔵省は，公認会計士監査の業務の拡張を徐々に広げてい
く。それは①店頭売買銘柄発行会社の監査・②学校法人の監査・③中小企
業投資育成株式会社の監査・④労働組合の監査，などである。
さらに，父性愛に満ちた法務省の優しさはどうか。母親である証券取引
法による監査だけでは充分な粉飾退治が困難であると判断した父親は，重
たい腰を漸く挙げて，昭和49年の商法改正によって，大会社に対する商法
強制監査に踏み込むことになる。ときを経て，やがて銀行も公認会計士監
査の対象に組み込まれるようになったのは周知のとおりである。
監査制度の危機的情況が生ずるときには，いつでも両親は，救助の手を
差し延べてくれた。だから，ヴェテランの会計士が「大蔵省は強い権限を
行使してリードしてきた戦後の監査制度に大きな責任を背負っているのだ
から，就職問題についても何らかの手を打ってくるだろう」と自信に満ち
た発言をしている。その過信に満ちた期待は，本当に裏切られることなく，
頭脳明晰な子供を救うべく解決の道を開いてきたであろうか。
残念ながら，今のところ，大蔵省という母親は，危機的状況に身を晒し
ているこの子供たちに食餌を運ぶことで成功しているようには思えない。
現在の経済不況は，その風当たりを静かにして避けていれば，やがて平静
で活気ある状況を迎えることができるのだろうか。そして再ぴ，輝く太陽
の下に名誉ある公認会計士の世界が復活してくるのだろうか。
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歴史の示すところによれば，時が立てば不況はやがて好況と交代する。
しかしかつてのような高度経済成長という夢の再現を，この国に期待する
ことは不可能と考えてよい。好況の羽ばたきは，すでに東南アジアや中国
方面に向かって飛ぴ去りはじめている。期待すべき希望のない経済停滞の
なかにあって，権威を失い，ポロポロになりかけている政・官の庇護には
もう限界がチラチラしている。国の経済力が，たとえ回復の方向を示しは
じめたとしても，そのパイの分け前を飢えないように子供たちに分け与え
る能力は，わが国の親たちにはもう無いと思わねばなるまい。
監査に，社会的要請があるとするならば，わが国においては，その要請
が一般公共からのものであると断定できるかどうかは，極めて疑わしいと
言わざるをえない。敗戦という予定していなかった状況の下で，絶対権力
を保有する占領軍によって，強制監査制度を導入すぺき要請が作り上げら
れたのであり，ひきつづいてその養育に力を注いだのが，政・官・財の支
配勢力である。占領軍が立ち去ったあと，一般公共による社会的要請が強
まることを軸として監査が成長したと断定できる気配は認められない。大
蔵省や法務省という両親を取り巻く政・官・財などの親類縁者の支援をえ
て，わが公認会計士業界は，一般公共のではなく，親類縁者たちの利害を
守るべき社会的要請に応えてきたのではないか。
米・独の監査制度生誕の事情
社会的要請と言えば，つぎにアメリカやドイツにおいて強制監査が導入
されたときの事情について考察してみよう。
まず，アメリカにおいては， 1933年に有価証券法が成立し，公認会計士
による強制監査が始まった。資料（千代田邦夫『アメリカ監査制度発達史』）
によれば 法定監査が実現される前に，公会計士による自由意思監査がか
なり普及していたことを示唆している。それによれば1932年には，ニュー
ヨーク証券市場への上場に際して，有価証券法成立前に公会計士監査を導
入していた会社は68.7％に達していたという。
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また， ドイツでは， 1934年に，決算監査士による全株式会社への強制監
査が実施されたが1900年当時において，株式会社の約60％は，すでに独立
監査人の監査を導入していた（高柳龍芳『決算監査士』）といわれている。
さて，職業監査人の発達史を糸番くとき，今日の監査制度の隆盛を可能に
した推進力は次の二つの要因から生じたものということができるだろう。
一つ目は，監査に対する社会的要請が国家からの要求としてではなく．
一般公共からの必然的な要求として発生してきたこと。
さらに二つ目は，その後における監査の発展が，職業監査集団の自主的
な創意と努力によって行われた。
さて，先進国の監査制度発展の背景をみるならば，その殆どは国家から
の要請ではなく一般公共からの要請があって出発したものと考えることが
出来る。
例えば，イギリスにおける職業監査人の誕生は， 19世紀に入ってからの
間つづく会社の倒産事件にその端緒を求めることが出来る。 1831年の「破
産法廷設立条例」では会計士が官選破産管財人に任命されて破産報告書の
作成に関与しており， 1842年の「支払い不能者救済条例」でも，裁判所に
提出すべき債務一覧表の作成を会計士に依頼している。また， 1849年の「破
産法」では，会計関係事項が規程に盛り込まれ，会計士が破産事件におい
て果たす役割が確固たるものとなったのである。そのような状況を経て，
会計士自体に対する世上の認識を高めるとともに，その数も著しく増加し
て（山桝忠恕『各国の監査制度』昭和35年・中央経済社）， きたるべき監査
制度成立の環境を整えたのである。
また ドイツにおいても． 18世紀頃のハンプルクなどで訴訟事件におい
て，裁判所が組合や会社の帳簿を検査するために，会計に精通した専門家
に委嘱したことが，帳簿監査を業とする自由職業家となって，その後の帳
簿監査士の出現を可能にし（山桝・同上書），近代監査制度の展開の基礎を
作り上げている。
さらに．アメリカでは19世紀末には．多くの企業合同が行われており，
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合併をめぐって相互の会社の資産評価のための会計専門家の監査要請がな
されていた。また，銀行からの短期資金融資に関わる信用調査に職業専門
家の監査が利用されていたという。 1894年にはニューヨーク州銀行協会が
融資の希望商人にたいして標準様式の貸借対照表を提出させており，続い
て1908年には，アメリカ銀行協会は独立会計士による監査済の貸借対照表
を提出するものに対して優先的な融資を認めることを勧告している。
このように，先進国においては，国家的な要請としての監査制度が成立
するかなり以前より，職業専門家としての監査人の存在とその活躍が，一
般公共の要請の中で生まれ育っていたのである。
この点，残念ながら，わが国においては，一般公共からの要請が成熟す
ることがないままに，直接的な国家からの強制的な要請によってP瓜々の声
を挙げざるを得なかったと言える。
他方，これに比べて日本における監査の導入時の事情はどうだろうか。
わが国の監査は，証券取引法の施行とともに始まった。監査制度が法定さ
れる前，先進国においては，法律という産みの親が手を差し延べるころに
は，職業監査人が，少なくとも自国に存在している会社の過半数を優に越
える数の監査をこなしていたのである。公認会計士監査制度が生まれ，育
ち，独り立ちしていく過程まで一切の面倒を，法律という親の保護に委ね
てきた日本の監査制度に比べるならば，法律によって生み落とされたとい
う点ではともに通底しているとはいえ，先進国の監査制度には，少なくと
も「法律を越えたところでの何らかの社会的要請」が芽生えていたことを
歴史は示している。「法律を越えたところでの何らかの社会的要請」という
ものがあって，それが監査制度推進の鍵を握っているとするならば，その
正体は何であろうか。
3 中小会社監査制度不成立の事情
一方において，職業専門家としてすでに税理士という兄貴が存立してい
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たなかで，その弟である公認会計士は，戦後に生を受けて以来，キャリヤ
としての教育を受け，世にもてはやされ，経済的にも社会的にも手厚い保
護を受けてきた。
他方，職業専門家であってもその職域を異にした兄貴分の税理士は，養
わねばならない家族を多数抱えすぎたことから，弟の職務領域に殴り込み
を掛けようとした事件があった。手つかずの御馳走が目の前に沢山有るで
はないか，贅沢な弟分が食足りて見向きもしないならば，兄の立場として
は乗り出さねばなるまい。ご存じ『中小会社監査』に係る法制化の問題で
ある。
かつて，法務省民事局による『大小会社の区分立法』が世に問われたこ
とから，昭和50年代の末期から60年代の始めにかけて，中小会社監査制度
を巡る多彩な議論の展開が関係各界に繰り広げられた。
今のところ，この問題は鎮静化しているが，ここでもう一度，廃案とな
った背景を辿っておきたい。
少し長くなるが，立法者の見解をまとめておく。立法者は，中小会社に
対する監査を実施することの意義をに関して，次ののような指摘を繰り返
してきた。「中小会社についての取扱として，その一つは，物的有限責任を
支える基本条件の一つに計算の明確・適正があって，それは，経済社会秩
序の公正を保つためにどうしても確保されることが要請される条件であっ
て，これが有限会社の合理性を主張しうる基礎であること，さらにその二
つは，会社の株主や社員によって，その投資効果を測定しうるための会社
計算の明確・適正とその内容の開示は，債権者と債務者・株主や社員間の
公正の担保となるものであることを， とくにそれが正直者が馬鹿をみる制
度であってはならない旨を付け加えて説明している（「大小会社に関する諸
問題」商事法務研究会別冊No.73,115頁）。
この立法提案をめぐっての賛成・反対の議論は，再びここで繰り返すつ
もりはない。ここでは，簡単に整理して提示するにとどめておく。
日本監査研究学会が纏めて発表した『中小会社監査』（中小会社監査研究
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部会編・平成元年 7月）によれば，「第 3部・中小会社監査制度化への提言」
の中で，この部会の各委員に求めた意見を分析しているが，それによると，
「株式会社または有限会社であれば 中小会社といえども物的有限責任を
負うかぎりは，債権者保護のための何らかの規制を受けるべきであるとい
う原則」は，全委員が認めている。
しかし，監査を現実に適用するとなると，監査制度受入れのための前提
条件の立て方によって，意見は別れて多様化する。各委員の見解を整理す
ると，いづれも，この原則に甚づく社会的要請からの必要性というところ
に力点は置きつつも，以下の条件をどのように受け止めるかによってその
見解が異なった。それは，①会社の規模をどこまで下げるのか，②被監査
会社の監査受入れ体制をどの程度求めるのか，③監査費用に耐えるのか，
④保護するべき債権者の範囲，⑤専門監査人の現有数はどの様にするのか，
そして最後に⑥監査を実施するとしてその方法はどのようであるべきか，
などの条件である。
結論的に言えば，大方の良識ある方面の意思によって，この法律は議会
への上程を見送られて，中小会社監査は隔の目をみることはなかったので
ある。
そこで，以上のような諸条件が整わない場合には，本当に監査は実施し
なくてもいいのだろうか。必要ではあるが現実には不可能である， とする
論理についてもう一度，検討を加えてみたい。
さて，『商法改正に対する要望書（日本監査研究学会）』における，第一
の反対理由として，次のように述べている。「小規模会社についてまで法定
監査を拡大することは，立法者が企図している債権者保護ならびに倒産防
止について直接的な効果をもたらすものでなく，また社会的要請に沿うも
のとは必ずしも考えられない。むしろそれは，いたずらに当該会社に経済
的負担を強いる結果ともなりかねない。」と。
ところで，監究が成立する最も基本的な要因は，二者の間で経済的な利
害が対立する可能性があるか，すでに対立している事実が認められる場合
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である。この原理を，端的に中小会社に当てはめてみよう。中小会社にお
いて利害相対立する二者とは，「経営者」対「債権者」である。もし，経営
者が不明確・不適正な計算をなし，そのままこれを開示して，その結果債
権者に損害を与えたならば，その経営者は，当然責任を負わねばならない。
この原理は，大会社にのみあてはまる理屈ではない。監査は「債権者保護
……について」間接的な役立ちをはするが，決して「直接的な効果をもた
らすものではな」いのは当然であり，ましてや「倒産防止」に関しても，
そのような危険性を発見した場合に，情報開示という間接的な手段を通し
て，世に警告を発するのであって，これも当然ながら，倒産を直接に防止
するような効果を，監査の機能に求めるのは， もともとお角違いである。
それでは，監査に言う社会的要請とは何か。二者の間に利害対立があり，
その一方が社会に普逼して存在していても，力不足のため不利な状況に立
たされている〔＝弱者の〕場合，その不利な状況を回復させることを求め
る要求である。
それでは，『商法改正に対する要望書』にいう「社会的要請」とはなにで
あろうか。ここではどうやら，不利な立場にある債権者〔弱者〕が，有利
な立場にある経営者〔強者〕に対し，明確でかつ適正な計算と開示を要求
することは，社会的要請に沿うものではなく，却って，明確・適正な計算
と開示を行ったため企業が倒産に追い込まれるようなことになるかもしれ
ない。そうなれば，倒産に追い込まれるかもしれないような状況を選択す
るよりは，たとえ不明確・不適正であっても粉飾を続けた方が，結果的に
は企業の側を助けることになり，社会的要請に沿うものであると解釈する
ことになるかもしれない。
このように，危機的状況にある企業を助けることを最高の目標に置いて
しまうと，監査は，場合によっては，たった一歩であったとしても限界域
を踏み越すという，誤った選択をすることで，粉飾容認という危険な奈落
に落ち込むことになる。監査を必要とする企業に対して「監査を行わない
こと」あるいは「監査が出来ないこと」を容認するのは，不明確・不適正
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な計算と開示をおこなう企業の存在を容認するのと同罪である。社会的要
請の視座を換えることで，弱者を救済するという視点を放棄して，強者を
救う論理にすり替えてしまう恐れが，そこにはちらつく。監査を受けなけ
ればならない企業が「監査を拒否する要請」を，社会的要請として認める
ならば，監査は成立できない。
この度の，立法化の過程で，中小企業関係団体の意見も徴収したが，そ
の多くは徹底的な反対の立場を保持した。企業自体の利害を他の利害関係
者に優先して認めることを許すような社会においては，おそらく監査とい
う制度は生き延ぴることはできないであろう。古い時代に遡るが，イギリ
スにおける1844年の会社登記法によって監査の規定が始めて誕生し，そこ
から近代監査制度が出発したといわれているが，その後， 1856年には監査
役制度の採用は会社の自由意思に委ねられることになる。社会的要請なる
ものは，規制を嫌う自由主義最盛期の世相の影響を受けて企業に味方して
監査制度の強制を拒否したのである。その後，企業の倒産が続出して，社
会的な非難が激しくなった1900年会社法によってようやく，企業への強制
監査が復活した歴史が，イギリスにもあったのである。
4公認会計士監査と経営上の不正
監査の今日的課題
さて，株式会社に対する監査制度が，戦後制定された証券取引法に基づ
いて実施されて以来，その充実強化のための改正が度々成されてきた。そ
の結果，かなりの成果を認められるようになったとはいえ，変化し，発展
を続ける経済社会の変動に対処するという点においては，必ずしも充分で
あるとは言えないのが今日の監査の状況である。監査人が果たしてきた監
査の役割と社会が監査に期待している役割との間には大きなギャップ―
いわゆる「期待ギャップ」一ーが存在していて，それが，解決されねばな
らない，現在の大きな社会的課題であると指摘されているのである。
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バプル経済の崩壊以来，銀行の倒産や住専問題の処理の過程で生じた多
額の不良債権・大和銀行ニューヨーク支店でのアメリカ国債の不良取引・
高島屋の経営者による総会屋事件の露呈を始めとする，証券・金融におけ
る不詳事件・住友商事の不正銅取引にともなう損害発生事件・ゼネコン贈
収賄事件にみられる巨額の使途不明金や裏金の問題発生をきっかけとして
「監査ー公認会計士の責任」に対する社会的な関心が盛り上がりを見せて
いる。企業に対するその行動および管理のあり方が問われ， とくに最高管
理者である経営陣が，そのような不正に深く係わっていることに対する社
会的な糾弾は当然ながら，マスコミなどの論調は「監査」が実施されてい
るはずなのに，いったいどのような状態でそれが実施されているのかとい
う疑問が提示され，これに関与した公認会計士の責任を追求する声もしば
しば報道されてきた。このようなトップや権限保持者の違法行為に係わる
企業の不詳事件に遭遇して，果たして公認会計士監査は，その社会的要請
にどのように応えることができるのであろうか。
財務諸表上の虚偽記載
企業会計原則によれば「企業会計は，企業の財政状態及び経営成績に関
して，真実な報告を提供するものでなければならない」と規定している。
おうおうにして経営者は，自己の作成する財務諸表に粉飾を施す。企業の
業績が悪化すると，これを隠すために，架空の利益を計上して，赤字の成
績を黒字であるかのようにみせかける。このように利益を過大に計上する
ことで利害関係者の批判をかわそうと計る。わが国では，古くは日糖事件
（明治42年），戦後では，山陽特殊製鋼事件（昭和40年）・不ニサッシ工業
事件（昭和53年）． B束あられ事件（平成 4年）などの粉飾事件が有名であ
る。
財務諸表監査の目的は，財務諸表が企業の財政状態と経営成績を適正に
表示しているかどうかについて意見を述べることであり，その結果，究極
的には企業を取り巻く利害関係者の利害を保護することにあると言われて
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いる。利害関係者の情報源であり，同時に利害調整の機能を果たす財務諸
表に，第三者である監査人が信用性を付与することでその役割が達成され
る。
そこで財務諸表の目的である適正表示の概念と虚偽記載の関係を考えて
みたい。平成三年に改定された監査基準では，①国内外における公認会計
士による財務諸表へのたかまる期待，②近年の監査基準等についての国際
的調和，③会計上の不正に対する適切な処理，等についての社会的要請を
受けて， とくに「財務諸表への重要な虚偽記載を看過してはならない」旨
を明文化した。
財務諸表の虚偽記載とは，①会計上の「不正」，②「誤謬」とからなって
いる。前者の不正とは，財務諸表における意図的な虚偽記載ないしは脱漏
を意味し，後者の誤謬とは，意図的ではない虚偽記載ないしは脱漏を指し
ている。したがって，監査人は，監査実施の過程において，このような虚
偽記載を発見した場合には，当然のことながら，不正・誤謬の程度を確認
して監査意見を表明することとなる。このことは，虚偽記載の確認と財務
諸表の適正性への判断とは綿密に関連しあうことになる。すなわち，財務
諸表が適正であるという場合には，そこに重要な不正・誤謬の発見・摘発
についても十分な配慮を払わねばならないことを公式に認められている筈
である。
内部統制組織と不正・誤謬の関係
さて，現代の財務諸表監査は，内部統制組織を前提とした試査による監
査である。もともと内部統制組織とは，本来は，経営者が権限を下部に委
譲した結果として企業を管理して，従業員の不正・誤謬を発見あるいは予
防することを目的として組み立てられたものであり，さらに企業活動の拡
大や進展にともなって，その運営に無駄を省き，能率化し合理化を図る手
段として経営自らの発意に従って作り上げられ，発展をしてきた。したが
って，経営内部―とくに従業員—において発生しうる不正や誤謬を未
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然に防ぎ，あるいは発見するという自己防衛のために，この内部統制組織
は充実発展してきたのである。
ところで，財務諸表の作成に第一番に責任を負っているのは経営者であ
ることは論を待たない。経営者が内部統制組織を整備するのは，自らの経
営における不正・誤謬の防止およぴ摘発に役に立つことになる。他方，財
務諸表の適正性への意見表明については，監査人が責任を問われることに
なる。試査理論によれば，内部統制組織が整備運用されていることを前提
に箇くことによって現代の財務諸表監査を可能とする制度的背景を作り上
げた。そのため財務諸表監査の目的は「企業の財政状態およぴ経営成績を
適正に表示するか否かにつき，監査人が，職業専門家としての意思を表明
して，財務諸表に対する社会一般の信頼性を高めることである」（「監査基
準・監査実施準則」財務諸表監査について 昭和25• 9) と述べている。
以米，長い期間にわたり，わが国の監査は，「不正・誤謬の予防と摘発」を
副次的な目的に据えることによってその機能を内部統制に委ね， 自らの基
本的な目的としては，専ら「財政状態と経営成績への判定」を旗印とする
ことになる。
しかしながら，以上のように「不正・誤謬の予防と摘発」が監査の副次
的な目的であり「財政状態と経営成績への判定」が基本的な目的であると
いうのは， もともと矛盾している概念であると言わねばならない。何故な
らば，同一の財務諸表について「不正・誤謬」が存在することと「財政状
態と経営成績」が適正であることとは，同時に起こりえないはずである。
言い換えれば，財務諸表に適正表示の意見を表明するときには，不正や誤
謬が存在していない旨を保証していることになるであろう。この二者の関
係は，基本的と副次的という関係ではなく，表裏一体の関係であると言わ
ねばならない。
さて，従業員の段階に現れる不正・誤謬は，内部統制組織が整備される
ことによって予防されることを前提に置いている。しかし，監査基準（昭
和25• 9) は，その成立の当初より，すでに「会計上の不正過失の発見に
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務め，重大な虚偽・誤謬または脱漏を看過してはならない」旨を，監査人
に課しているのである。すなわち，監査の実施に当たり監査人が負わねば
ならない重大な任務として不正の摘発があることを示唆している。監査人
は，この内部統制組織の整備状態を調査することを前提において監査を実
施しなければならない所以である。
このように，従業員のレベルでの不正や誤謬か，企業の備えている内部
統制組織によって予防・摘発される可能性があるか否かは，監査実施の過
程において監査人によって，評価判定されていなければならない。すなわ
ち，論理的な帰結からいえば，監査実施の過程において，従業員レベルで
の重要な不正・誤謬の存否は，間接的にではあるとはいえ確かめられてい
ることになる。
その結果，監査人が直接に係わらねばならないのは，内部統制組織によ
っては予防・摘発することのできない不正や誤謬，言い換えれば，経営者
の経営判断に属する事柄や企業のおかれた環境などから生ずる不正や誤謬
であると考えることができる。
経営者不正の問題
一般的に，監査論においては，不正は，従業員による不正と経営者によ
る不正とに分けられる。従業員の不正は内部統制組織の内部において発生
するものであるから，内部統制組織を整備充実することによって不正の発
生を予防することが可能になる。それにひきかえ，経営者による不正は，
内部統制組織の枠外で発生することから，企業経営内部から告発をしたり
摘発行為を期待することは極めて困難なものとなる。この場合には，独立
性を充分に保証された第三者の立場から，経営者の不正を摘発しうる責任
と権限を持つことが，監査人に期待されることになるだろう。
さて，ここに経営者による不正にはどのようなものがあるだろうか。
それは，①財務諸表上の虚偽記載と，②経営者によって行われる違法行
為，に分けることができる。
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前者の財務諸表上の虚偽記載の典型的な例は粉飾経理である。赤字決算
に追い込まれた企業が生き残りを掛けて，あたかも利益が発生しているか
のように振る舞うことが，往々にして見うけられる。見掛けよりも利益を
過大に表示することを数期にわたり継続した結果，利益処分としての株主
配当・役員賞与・税金の支払い等という形で，企業資金が企業外部に流出
し，最悪の場合には，倒産につながることにもなる。不況が続いたり，バ
プルの崩壊などによって企業の業績が悪化したときに，粉飾事件が多く表
面化する。
次に，後者の経営者による不正である違法行為が考えられる。
昭和の末期から平成の時代にかけて，バプル経済の崩壊にともなって粉
飾決算が続発したが，そこでは不良貸付や債務保証などに付随する損失補
填•利益供与・贈収賄など企業不祥事が随伴した。そのために経営者の社
会的な責任が強く問われるとともに，監査に関しても，社会的に不公正な
行為に対する批判的機能が果たされていないとする厳しい非難の声が噴出
してきた。監査は，このような企業の不祥事に対して，公正な審判者とし
ての役割を果たすことをせず，そのような経営者の不実行為を無視し続け
るわけにはいかない。財務諸表との関連においては，会計上の不正のうち
近年目立ち始めた不正支出についての監査上の問題が取り上げられてきて
いる。
不正支出とは，政治家・公務員等に対して，違法または著しく不当であ
ることを認識しながら，経営戦略的または私利私欲の意図を持って支出さ
れる金銭などの財産の供与を指していう。贈収賄事件や疑獄事件に発展す
る可能性のある不実行為である。不当な政治献金・賄賂・過度のリベート
などが具体的な例である。
我が国の監査基準・準則の改定においては，「重要な虚偽記載」を看過す
ることなく，経営環境を適切に把握し，その評価にもとづいて経営者不正
を防止することが必要であるとしている。過去の企業の不正事件や不詳事
件は，ほとんどの場合，経営者の不正，ことに不正支出を通して発生して
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きており，そのかぎりにおいては，監査は殆ど有効な働きを示しておらず，
社会的な非難の的となっていた。
私企業以外にも表面化する不正経理の問題
現在では，公認会計士監査制度の運用の届かない枠外においても，社会
的に糾弾の対象となっている不正な経理が表出してきている。バプル経済
の崩壊にともなう住宅金融専門会社の事件がある。不良債権の処理をめぐ
って発生した多くの信用組合の崩壊や農業協同組合の経営逼迫問題が世を
騒がせた。
また，オーム事件をきっかけとして宗教法人に対する会計情報開示の問
題や社会福祉法人の乱脈経理をきっかけとする公益法人の運営に対する監
督機能のあり方など，社会的な関心の深まりを見せている。
以上のような事件に絡んで，問題が生じる度に，司法の手にその決着を
委ねてはいるが，それだけでは，社会が問うている問題の解決を求めたこ
とにはならない。真の解決の一つの方策として，ょうやく，マスコミの多
くは，これらの監視のために，独立性を持った外部からの公認会計士によ
る監査制度導入の是非を論じ始めてきている。
とくに，近年，社会的に重要な問題として浮かび上がってきているのが
地方自治体における不正経理の問題である。北海道庁におけるカラ出張を
きっかけとして，その後は，東京都・秋田県•宮城県・福岡県・大阪府と
いった地方自治体に不正経理に係わる糾弾の火が燃え広がり，その勢いは
全国的にまで及ぶ状況を呈してきている。各府県都市には，すでに古くよ
り監査委員会制度が確立されていて，自治体の財政の不正をチェックし，
防止する役割を有していながら，その責任を充分果たすことなく，このよ
うな不正が慢性化し，長い間放置されてきている。しかも，さらに問題な
のは，そのような不正を正さねばならない筈の，監査委員会自体が不正経
理の舞台となっている場合すら多くみられる。ここにおいても，漸く，外
部からの，会計専門家集団である公認会計士による監査の必要性がマスコ
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ミの論調にも現れ始めている。
しかしながら，一方においては，公認会計士の監査が直接密接に係わっ
てきた，私企業の不正経理に対して，これに対処すべき社会的意思表示に
おいて，会計専門家集団の積極的発言が殆どみられないのが現状であり，
また，他方においても，現在は，この集団が係わってはいない問題領域で
ある，地方自治体を始めとする，中小会社・公益法人・農協・信用組合等
に纏わって発生している不正経理の問題が，その様相からして極めて重要
な社会的問題となっている。このような状況に対しても，一部の学者や公
認会計士など，個々的にはかなりの問題提起が成されているとはいへ，責
任ある集団からの真剣な提案が成されていないというのが実1本である。
以上のような状況を踏まえるならば，事件が起こる度に，その解決を司
法の手に委ねることだけでは，根源に横たわる真の悪を断ち切ることはで
きない。不正な経理や粉飾決算の横行を阻止しうる能力と力量を期待され
る職業としては，現在においては，公認会計士をおいて他に見いだすこと
はできない。今こそ，組織的かつ機動的に，総力を挙げて，横行している
企業その他の経済集団による不正経理の撲滅に取り組む覚悟とそれに期待
を寄せる社会的要請に応えることのできる展望を，公認会計士集団が持た
ないかぎり，自らの会計職業の発展があり得るどころか，生き残る余地さ
え無くなってしまうであろうことに警告を発しておきたいと思う。
（本稿は平成七年度関西大学商学部共同研究費の助成を受けた研究成果
の一部である）
